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都市計画運用指針改正（新旧対照表）

（別添）

改 正 案 現 行

Ⅲ 都市計画制度の運用に当たっての基本的考え方 Ⅲ 都市計画制度の運用に当たっての基本的考え方

Ⅲ－３ 自然的環境の整備又は保全について Ⅲ－３ 自然的環境の整備又は保全について

１.都市における自然的環境の整備又は保全の意義 １.都市における自然的環境の整備又は保全の意義
都市における自然的環境は、植物とこれが存する空間と水系の複合機 都市における自然的環境は、植物とこれが存する空間と水系の複合機

能により美しい景観を形成し、温室効果ガスの発生やヒートアイランド 能により美しい景観を形成し、温室効果ガスの発生やヒートアイランド
現象を緩和するとともに、大震火災等の災害時における避難地や避難路 現象を緩和するとともに、大震火災等の災害時における避難地や避難路
等を形成するなど防災性を向上させ、国民が身近に親しめる多様なレク 等を形成するなど防災性を向上させ、国民が身近に親しめる多様なレク
リエーションや自然とのふれあいの場となり、野生生物の生息・生育環 リエーションや自然とのふれあいの場となり、野生生物の生息・生育環
境を確保している。また、自然的環境によって実感される四季の変化は、 境を確保している。また、自然的環境によって実感される四季の変化は、
我が国固有の文化形成に重要な役割を担っている。 我が国固有の文化形成に重要な役割を担っている。
近年では、都市部における貴重な緑地※等の減少や都市住民の環境保 近年では、都市部における貴重な緑地※等の減少や都市住民の環境保

全に対する意識の高まりに対応し、都市計画において緑地等の自然的環 全に対する意識の高まりに対応し、都市計画において緑地等の自然的環
境を整備又は保全する必要性が高まっている。また、人口減少・高齢化 境を整備又は保全する必要性が高まっている。このため、すべての都市
等の社会経済情勢の変化等を背景に、都市内の貴重な緑地空間として、 計画において自然的環境の整備（失われた自然的環境の復元を含む。）
都市農地の保全の重要性が高まっている。このため、すべての都市計画 又は保全に配慮し、必要なものを公園等の都市施設又は緑地保全地域、
において自然的環境の整備（失われた自然的環境の復元を含む。）又は 特別緑地保全地区、緑化地域等の地域地区として決定していくことが重
保全に配慮し、必要なものを公園等の都市施設又は緑地保全地域、特別 要である。
緑地保全地区、緑化地域、生産緑地地区等の地域地区として決定してい
くことが重要である。

２～３．（略） ２～３．（略）

※（「緑地」の定義） ※（「緑地」の定義）
都市計画法に基づく「緑地」は、法第11条に規定される都市施設の種 都市計画法に基づく「緑地」は、法第11条に規定される都市施設の種
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類として定義されているが、本運用指針における「緑地」は特に定めの 類として定義されているが、本運用指針における「緑地」は特に定めの
ない限り都市緑地法第３条第１項に規定する「緑地」（樹林地、草地、 ない限り都市緑地法第３条第１項に規定する「緑地」（樹林地、草地、
水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土地（農地であるも 水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土地が、単独で、若
のを含む。）が、単独で、若しくは一体となって、又はこれらに隣接し しくは一体となって、又はこれらに隣接している土地が、これらと一体
ている土地が、これらと一体となって、良好な自然的環境を形成してい となって、良好な自然的環境を形成しているものをいう。）として記載
るものをいう。）として記載する。 する。
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Ⅳ 都市計画制度の運用の在り方 Ⅳ 都市計画制度の運用の在り方

Ⅳ－２ 都市計画の内容 Ⅳ－２ 都市計画の内容

Ⅳ－２－１ 土地利用 Ⅳ－２－１ 土地利用

Ⅱ）個別の事項 Ⅱ）個別の事項

Ｄ－２０ 生産緑地地区 Ｄ－２０ 生産緑地地区

１ 趣旨 １ 趣旨
（１）良好な都市環境の形成に資する農地等の保全 （１）良好な都市環境の形成に資する農地等の保全

生産緑地地区は、市街化区域内において緑地機能及び多目的保 生産緑地地区は、市街化区域内において緑地機能及び多目的保
留地機能の優れた農地等を計画的に保全し、もって良好な都市環 留地機能の優れた農地等を計画的に保全し、もって良好な都市環
境の形成に資することを目的として定めるものである。生産緑地 境の形成に資することを目的として指定するものである。生産緑
地区では、農地等として維持するため建築物の建築等の行為が規 地地区では、農地等として維持するため建築物の建築等の行為が
制され、都市計画の告示の日から起算して３０年を経過した場合 規制され、指定後３０年経過後又は主たる従事者の死亡等の場合
又は主たる従事者の死亡等の場合に、農地所有者が市町村長に対 に農地所有者が市町村長に対し買取りを申し出ることができる。
し買取りを申し出ることができる。

（２）「都市における農地等の適正な保全」の趣旨 （２）「都市における農地等の適正な保全」の趣旨
生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第２条の２の「都市に 生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第２条の２の「都市に

おける農地等の適正な保全」とは、周辺の公園、緑地等の整備状 おける農地等の適正な保全」とは、周辺の公園、緑地等の整備状
況に鑑み、農地等の持つ緑地機能を都市計画上、積極的に評価し、 況にかんがみ、農地等の持つ緑地機能を都市計画上積極的に評価
優れた緑地機能を有する市街化区域農地等を計画的に保全しよう し、優れた緑地機能を有する市街化区域農地等を計画的に保全し
とする旨の都市計画の基本的な考え方に従って、生産緑地地区に ようとする旨の都市計画の基本的な考え方に従って、生産緑地地
関する都市計画決定、農地等としての管理のための援助、生産緑 区の指定、農地等としての管理のための援助、生産緑地の買取り、
地の買取り、買い取った後の公園、緑地等としての整備等の同法 買い取った後の公園、緑地等としての整備等の同法の運用を行う
の運用を行うべきことを意味するものである。 べきことを意味するものである。
生産緑地は、営農行為等により初めて緑地としての機能を発揮 また、生産緑地は、営農行為等により初めて緑地としての機能

する農地等の性格から農地所有者等による営農等の継続を前提と を発揮する農地等の性格から農地所有者等の営農等の継続を前提
しているので、農林漁業に従事している者の意向を十分に尊重す としているので、農林漁業に従事している者の意向を十分に尊重
ることが望ましい。 することが望ましい。
また、都市農業振興基本法（平成２７年法律第１４号）におい

て、防災、良好な景観の形成、国土及び環境保全等の都市農業や
都市農地の有する多様な機能の発揮を通じて良好な都市環境の形
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成に資するよう、都市農業の振興が図られることとされ、同法に
基づく都市農業振興基本計画において、都市農地は、これまでの
「宅地化すべきもの」から都市に「あるべきもの」へと位置付け
を転換することとされた。農業経営の安定化が生産緑地の保全に
資することを踏まえ、都市農業振興施策と十分連携し、生産緑地
制度の運用を行うことが望ましい。

２．生産緑地地区の決定・変更 ２．生産緑地地区の決定・変更
（１）生産緑地地区の計画の考え方 （１）生産緑地地区の計画の考え方

生産緑地地区に関する都市計画の決定については、以下によるこ 生産緑地地区の都市計画の決定については以下によることが望ま
とが望ましい。 しい。

① 生産緑地地区に関する都市計画決定は、当該都市計画区域にお ① 生産緑地地区の指定は、当該都市計画区域における土地利用の
ける土地利用の方針、公園、緑地その他の公共空地の整備の現況 方針、公園、緑地その他の公共空地の整備の現況及び将来の見通
及び将来の見通し等各都市の実情を勘案して、都市における農地 し等各都市の実情を勘案して、都市における農地等の適正な保全
等の適正な保全を図ることにより農林漁業と調和した良好な都市 を図ることにより農林漁業と調和した良好な都市環境の形成に資
環境の形成に資するよう行われるべきものである。 するよう行われるべきものである。

② 生産緑地地区に関する都市計画を定める際の具体的な基準につ ② 生産緑地地区の具体的な指定基準の適用については、次による
いては、次によることが望ましい。 ことが望ましい。

ア 生産緑地地区の対象となる生産緑地法第２条第１号の「農地 ア 生産緑地地区の対象となる生産緑地法第２条第１号の「農地
等」とは、現に農業の用に供されている農地若しくは採草放牧 等」とは、現に農業の用に供されている農地若しくは採草放牧
地、現に林業の用に供されている森林又は現に漁業の用に供さ 地、現に林業の用に供されている森林又は現に漁業の用に供さ
れている池沼をいい、これらに隣接し、かつ、これらと一体と れている池沼をいい、これらに隣接し、かつ、これらと一体と
なって農林漁業の用に供されている農業用道路、農業用水路及 なって農林漁業の用に供されている農業用道路、農業用水路及
び同法第８条において許容される施設の立地する土地を含むも び同法第８条において許容される施設の立地する土地を含むも
のである。また、何らかの理由により一時的に耕作されていな のである。また、何らかの理由により一時的に耕作されていな
い状態のいわゆる休耕地であっても、容易に耕作の用に供する い状態のいわゆる休耕地であっても、容易に耕作の用に供する
ことができるようなものであれば、「農地等」に含まれる。 ことができるようなものであれば、「農地等」に含まれる。
現況農地等であっても、農地法第４条第１項第７号又は第５ ただし、現況農地等であっても、農地法第４条第１項第７号

条第１項第６号の規定による届出が行われているものは、生産 又は同法第５条第１項第６号の規定による届出が行われている
緑地法第８条において許容される施設に転用される場合を除き、 ものは、生産緑地法第８条において許容される施設に転用され
生産緑地地区に定めることは望ましくない。ただし、届出後の る場合を除き、生産緑地地区の指定を行うことは望ましくない。
状況の変化により、現に、再び農林漁業の用に供されている土 なお、「５畝」以上あると認められる農地等については、他の
地で、将来的にも営農が継続されることが確認される場合等に 要件を満たせば、農業経営、農地所有の実態等を勘案して、生
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は、生産緑地地区に定めることも可能である。 産緑地地区に指定されるよう配慮することが望ましい。

イ 同法第３条第１項の「一団のものの区域」とは、原則として、 イ 生産緑地法第３条第１項の「一団のものの区域」とは、物理
物理的に一体的な地形的まとまりを有している農地等の区域で 的に一体的な地形的まとまりを有している農地等の区域をいう。
あり、道路、水路等（農業用道路、農業用水路等を除く。以下 ただし、道路、水路等（農業用道路、農業用水路等を除く。
同じ。）が介在している場合であっても、それらが小規模なもの 以下同じ。）等が介在している場合であっても、それらが小規模
で、かつ、これらの道路、水路等及び農地等が物理的に一体性 なもので、かつ、これらの道路、水路等及び農地等が物理的に
を有していると認められるものであれば、一団の農地等として 一体性を有していると認められるものであれば、一団の農地等
取り扱うことが可能である。この場合、介在する道路、水路等 として取り扱うことが可能である。この場合、介在する道路、
は生産緑地地区の区域には含まれない。なお、小規模として取 水路等は生産緑地地区の面積には含まれない。なお、小規模と
り扱う道路、水路等の幅員規模としては、６ｍ程度が上限であ して取り扱う道路、水路等の幅員規模としては、６ｍ程度が上
るが、地域の実情に応じ、適宜判断することが望ましい。 限であるが、各都市計画区域の実情に応じ、適宜判断すること
ただし、稠密な市街地等において、同一の街区又は隣接する が望ましい。

街区に存在する複数の農地等が、一体として緑地機能を果たす
ことにより、良好な都市環境の形成に資する場合には、物理的
な一体性を有していない場合であっても、一団の農地等として
生産緑地地区を定めることが可能である。この場合、一団の農
地等を構成する個々の農地等の面積については、100 ㎡程度を
下限とし、地域の実情に応じ、適宜判断することが望ましい。
なお、一の生産緑地地区の区域に、買取り申出が可能となる

時期の異なる複数の農地等が存在することが想定されるため、
市町村は、区域内の農地等ごとに生産緑地地区に関する都市計
画の告示日を台帳等により管理することが望ましい。

ウ 同項第１号の「農林漁業と調和した都市環境の保全」とは、 ウ 生産緑地法第３条第１項第１号の「農林漁業と調和した都市
市街化区域農地の持つ緑地機能の高まりに応え、農地等を農地 環境の保全」とは、市街化区域農地の持つ緑地機能の高まりに
等として計画的に保全し活用していくことが合理的な土地利用 応え、農地等を農地等として計画的に保全し活用していくこと
の確立にも資することから、同号の「良好な生活環境の確保」 が合理的な土地利用の確立にも資することから、同号の「良好
の例示として規定したものであり、その積極的・計画的な保全 な生活環境の確保」の例示として追加したものであり、その積
を図るよう生産緑地地区を定めることが望ましい。 極的・計画的な保全を図るよう生産緑地地区の指定を行うこと

が望ましい。

エ 同号の「公共施設等の敷地の用に供する土地として適してい エ 生産緑地法第３条第１項第１号の「公共施設等の敷地の用に
るもの」とは、公共施設等の敷地とすることができる土地を広 供する土地として適しているもの」とは、公共施設等の敷地と
く意味するものであり、公共施設等の予定地としてあらかじめ することができる土地を広く意味するものであり、公共施設等
保全する必要がある土地のみに限定する趣旨ではない。 の予定地としてあらかじめ保全する必要がある土地のみに限定
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する趣旨ではない。
オ 同項第２号に定める生産緑地地区の区域の規模は、平成３年
の生産緑地法改正において、都市計画上、緑地機能を評価でき
る下限面積として 500 ㎡以上とされているが、以降も都市内の
緑地等は継続的に減少し、農地等の有する緑地機能が相対的に
高まっている。
稠密な市街地など地域によっては、より小規模な農地等にお

いても、災害時の避難場所や、生活の中で身近に緑に触れ合え
る場等として緑地機能を発揮していることから、生産緑地地区
の区域の規模要件を 500 ㎡以上を原則としつつ、地域の実情に
応じて、条例により、300 ㎡から 500 ㎡未満の範囲で下限を定
められることとしている。なお、300 ㎡の規模については、身
近な避難地として防災機能の発揮が期待される緑地の面積等を
勘案している。
当該条例において、公園、緑地等の整備状況や土地利用状況

に応じ、市町村の区域内で地域ごとに異なる規模を定めること
も可能である。

カ 同条第５項の「主要な都市施設」には、鉄道等の交通施設が オ 生産緑地法第３条第３項の「主要な都市施設」には、鉄道等
含まれる。 の交通施設が含まれる。

③ 三大都市圏の特定市の市街化区域農地等に係る固定資産税等の ③ 三大都市圏の特定市の市街化区域農地等に係る固定資産税等の
課税の適正化と併せた生産緑地地区に関する都市計画決定につい 課税の適正化と併せた生産緑地地区の指定作業については、平成
ては、平成４年末に完了している。 ４年末に完了したところであるが、平成４年の時点では租税特別
一方で、その後の人口減少・高齢化の進行や、緑地の減少を踏 措置法（昭和３２年法律第２６号。以下「措置法」という。）第７

まえ、身近な緑地である農地を保全し、良好な都市環境を形成す ０条の４第２項第３号に規定する特定市街化区域農地等（以下「特
るため、生産緑地地区を追加で定めることを検討すべきである。 定市街化区域農地等」という。）となっておらず生産緑地地区の指
また、三大都市圏の特定市以外の都市においても、本制度の趣旨 定について農地所有者等の意向把握をしていない場合及び他の制
や、コンパクトなまちづくりを進める上で市街化区域農地を保全 度に基づき指定の要請ができる場合については、例えば、以下に
する必要性が高まっていることを踏まえ、新たに生産緑地地区を 示すように例外的に、農地所有者等の意向把握に基づく生産緑地
定めることが望ましい。 地区の指定を今後も行うことが考えられる。

ア 土地区画整理事業等の実施に伴う市街化区域への編入により
新たに市街化区域農地等となった場合（この場合、市街化区域
編入時に限る。）
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イ 三大都市圏の町村が市となったために新たに特定市街化区域
農地等となった場合（特定市街化区域農地等となった時に限る。
この場合、特定市となる町村においては、市街化区域農地等の
現況の把握、農地所有者等の関係権利者の把握、改正された生
産緑地地区制度の周知措置、農地所有者等の意向把握等の手続
を行い、特定市となった年の１２月末までにできるだけ速やか
に生産緑地地区の指定を行う必要がある。）

ウ 大都市法第１０条に規定する特定土地区画整理事業及び同法
第２条に規定する住宅街区整備事業の実施により集合農地区に
換地される農地等について同法第１０６条に基づく生産緑地地
区に関する都市計画についての要請が行われた場合

エ 農住組合法（昭和５５年法律第８６号）第９条に規定する交
換分合計画において定められた一団の営農地等の区域に属する
農地等について同法第８８条に基づく生産緑地地区に関する都
市計画についての要請が行われた場合
なお、このほか、地域の実情を踏まえた都市計画決定権者の

判断により生産緑地地区の指定を行うことができるものである。

④ ③のほか、地域の実情を踏まえた都市計画決定権者の判断によ
り生産緑地地区の指定を新たに行うことができる。また、三大都
市圏の特定市以外の市町村においても、本制度の趣旨に鑑み、生
産緑地地区の指定を新たに行うことが望ましい。

（２）生産緑地地区の計画に当たっての留意点 （２）生産緑地地区の計画に当たっての留意点
① 次に掲げる土地の区域を生産緑地地区に定めることは、他の土 ① 次に掲げる土地の区域を生産緑地地区に指定することは、他の
地利用との調整を図る上で望ましくない。 土地利用との調整を図る上で望ましくない。

ア 高度利用地区、特定街区、遊休土地転換利用促進地区等を活 ア 高度利用地区、特定街区、遊休土地転換利用促進地区等を活
用して、土地の有効・高度利用を図る方策を講じようとしてい 用して、土地の有効・高度利用を図る方策を講じようとしてい
る地区。ただし、当該地区指定の目的の達成のための土地利用 る地区。ただし、当該地区指定の目的の達成のための土地利用
転換を図るうえで、都市計画上必要と認められる場合には、こ 転換を図るうえで、都市計画上必要と認められる場合には、こ
の限りではない。 の限りではない。
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イ 森林法第５条に基づく地域森林計画又は同法第７条の２に基 イ 森林法第５条に基づく地域森林計画又は同法第７条の２に基
づく国有林の地域別の森林計画において保安林の指定が計画さ づく国有林の地域別の森林計画において保安林の指定が計画さ
れている土地の区域、同法第２５条第１項の規定により指定さ れている土地の区域、同法第２５条第１項の規定により指定さ
れた保安林の区域、同法第２９条に規定する保安林予定森林の れた保安林の区域、同法第２９条に規定する保安林予定森林の
区域及び同法第４１条の規定により指定された保安施設地区 区域及び同法第４１条の規定により指定された保安施設地区

ウ 鉱業法第６３条（同法第８７条において準用する場合を含む。） ウ 鉱業法第６３条（同法第８７条において準用する場合を含む。）
に基づいて施業案の届出をし、又は認可を受ける等鉱業開発計 に基づいて施業案の届出をし、又は認可を受ける等鉱業開発計
画が具体化し、それに基づき地表における土地の形質の変更等 画が具体化し、それに基づき地表における土地の形質の変更等
が行われることが確実な区域 が行われることが確実な区域

エ 砂利採取法第１６条又は採石法（昭和２５年法律第２９１号） エ 砂利採取法第１６条又は採石法（昭和２５年法律第２９１号）
第３３条に基づいて認可を受けた採取計画に係る区域 第３３条に基づいて認可を受けた採取計画に係る区域

オ 臨時石炭鉱害復旧法（昭和２７年法律第２９５号）による復
旧工事の施行が予定されている区域

オ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第２９条の５第 カ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第２９条の５第
１項に規定する宅地化のための計画策定がなされたことにつき １項に規定する宅地化のための計画策定がなされたことにつき
市町村長の確認を受けた土地 市町村長の確認を受けた土地

② 生産緑地地区に関する都市計画を定めようとするときは、市町 ② 生産緑地地区に関する都市計画を定めようとするときは、市町
村の都市計画担当部局は、あらかじめ、農林水産担当部局、自然 村の都市計画担当部局は、あらかじめ、農林水産担当部局、自然
環境を保全する観点から環境保全担当部局及び農業委員会と緊密 環境を保全する観点から環境保全担当部局及び農業委員会と緊密
な連絡調整を行うとともに、港湾隣接地域及び臨港地区並びにこ な連絡調整を行うとともに、港湾隣接地域及び臨港地区並びにこ
の周辺地域において生産緑地地区を定めようとするときは、生産 の周辺地域において生産緑地地区を定めようとするときは、生産
緑地の適正な保全と、港湾の秩序ある整備と適正な運営との整合 緑地の適正な保全と、港湾の秩序ある整備と適正な運営との整合
を図る観点から、あらかじめ、港湾管理者に協議することが望ま を図る観点から、あらかじめ、港湾管理者に協議することが望ま
しい。 しい。

③ 生産緑地地区に関する都市計画の協議又は同意をするに当たっ ③ 生産緑地地区に関する都市計画の協議又は同意をするに当たっ
ては、都道府県の都市計画担当部局は、あらかじめ、農林水産担 ては、都道府県の都市計画担当部局は、あらかじめ、農林水産担
当部局及び自然環境を保全する観点から環境保全担当部局と緊密 当部局及び自然環境を保全する観点から環境保全担当部局と緊密
な連絡調整を行うことが望ましい。 な連絡調整を行うことが望ましい。
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④ 生産緑地地区に関する都市計画の決定、変更又は廃止（一団性 ④ 生産緑地地区に関する都市計画の決定、変更又は廃止（一団性
の認定を含む。）に際しての農地等の認定については、農業委員会 の認定を含む。）に際しての農地等の認定については、農業委員会
の意見を聴くことが望ましい。 の意見を聴くことが望ましい。

⑤ 生産緑地地区に関する都市計画の案について農地等利害関係人 ⑤ 生産緑地地区に関する都市計画の案について農地等の所有者等
（生産緑地法第３条第４項に規定する農地等についての所有権、 の関係権利者の同意を要するのは、生産緑地地区においては相当
対抗要件を備えた地上権若しくは賃借権又は登記した永小作権等 期間にわたって農業経営等の継続が期待されており、その主観的
を有する者等）の同意を要するのは、生産緑地地区においては相 条件を担保する必要があることによるものであるので、書面によ
当期間にわたって農業経営等の継続が期待されており、その主観 り同意を得ることが望ましい。
的条件を担保する必要があることによるものであるので、書面に なお、生産緑地地区に関する都市計画の案に対する同意を得る
より同意を得ることが望ましい。 に際し、農林水産担当部局、農業委員会及び農業協同組合の協力
なお、生産緑地地区に関する都市計画の案に対する同意を得る を求めることが望ましい。

に際し、農林水産担当部局、農業委員会及び農業協同組合の協力
を求めることが望ましい。

⑥ 生産緑地地区に関する都市計画を定めようとするときは、あら ⑥ 生産緑地地区に関する都市計画を定めようとするときは、あら
かじめ、重要文化財の所在する土地、史跡名勝天然記念物に指定 かじめ、重要文化財の所在する土地、史跡名勝天然記念物に指定
された土地等の文化財所在地の範囲等の関係につき十分調整する された土地等の文化財所在地の範囲等の関係につき十分調整する
ことが望ましい。 ことが望ましい。

（３）関連する制度との関係 （３）関連する制度との関係
① 他の都市計画との関係 ① 他の都市計画との関係
ア 土地区画整理事業との重複 ア 土地区画整理事業との重複
ⅰ 土地区画整理事業の施行区域又は施行地区においては、都 ⅰ 土地区画整理事業の施行区域又は施行地区においては、都
市計画決定権者の判断により、生産緑地地区を定めることが 市計画決定権者の判断により、生産緑地地区の指定が可能で
可能である。また、生産緑地地区は、土地区画整理事業の施 ある。また、生産緑地地区の指定は、土地区画整理事業の施
行を妨げるものではなく、生産緑地地区を含めた土地の区域 行を妨げるものではなく、生産緑地地区を含めた土地の区域
について土地区画整理事業に関する都市計画決定を行うこと について土地区画整理事業に関する都市計画決定を行うこと
又は土地区画整理事業を施行することは可能である。 又は土地区画整理事業を施行することは可能である。

ⅱ 土地区画整理事業の仮換地指定又は換地処分により生産緑 ⅱ 土地区画整理事業の仮換地指定又は換地処分により生産緑
地地区内の土地について位置、区域又は面積に変更を生じる 地地区内の土地について位置、区域又は面積に変更を生じる
場合には、これに併せて生産緑地地区の変更を行うべきであ 場合には、これに併せて生産緑地地区の指定変更を行うべき
る。 である。
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ⅲ 土地区画整理事業が施行された土地の区域等においても、 ⅲ 土地区画整理事業が施行された土地の区域等においても、
生産緑地地区を定めることが可能である。 生産緑地地区の指定が可能である。

ⅳ 土地区画整理事業において道路、公園等の公共施設等を整 ⅳ 土地区画整理事業において道路、公園等の公共施設等を整
備する場合には、当該公共施設等の整備に係る行為は、生産 備する場合には、当該公共施設等の整備に係る行為は、生産
緑地法第８条第４項に規定する「公共施設等の設置又は管理 緑地法第８条第４項に規定する「公共施設等の設置又は管理
に係る行為」に該当するものであり、あらかじめ市町村長に に係る行為」に該当するものであり、あらかじめ市町村長に
通知すれば足りる。 通知すれば足りる。

ⅴ 相続税等の納税猶予を受けている農地等を含む区域につい ⅴ 相続税等の納税猶予を受けている農地等を含む区域につい
て、土地区画整理事業による換地処分が行われた場合には、 て、土地区画整理事業による換地処分が行われた場合には、
換地処分があった日から一月以内に租税特別措置法施行令（昭 換地処分があった日から一月以内に租税特別措置法施行令（昭
和３２年政令第４３号）第４０条の６又は第４０条の７の規 和３２年政令第４３号）第４０条の６又は第４０条の７の規
定により納税地の税務署長の承認を受ければ、引続き納税猶 定により納税地の税務署長の承認を受ければ、引続き納税猶
予が継続される。 予が継続される。
また、土地区画整理事業により換地処分が行われた土地等 また、土地区画整理事業により換地処分が行われた土地等

については、譲渡所得については租税特別措置法（昭和３２ については、譲渡所得については措置法第３３条の３又は第
年法律第２６号）第３３条の３又は第６５条により、譲渡が ６５条により、譲渡がなかったものとみなされる。
なかったものとみなされる。

ⅵ 市町村は、農住組合が行う土地区画整理事業の円滑な実施 ⅵ 市町村は、農住組合が行う土地区画整理事業の円滑な実施
に十分配慮するとともに、農住組合が行う土地区画整理事業 に十分配慮するとともに、農住組合の行う土地区画整理事業
による一団の営農地等の全部又は一部の区域について、農地 による一団の営農地等の全部又は一部の区域について、農地
所有者等から生産緑地地区を定める旨の要望があり、当該区 所有者等から生産緑地地区の指定の要望があり、当該区域が
域が生産緑地地区の要件を満たす場合には、都市計画におい 生産緑地地区の要件を満たす場合には、都市計画において速
て速やかに生産緑地地区を定めるよう配慮することが望まし やかに生産緑地地区の指定を行うよう配慮することが望まし
い。 い。

イ 都市計画施設との重複指定 イ 都市計画施設との重複指定
道路、公園等の都市計画施設の区域内においては、当該施設 道路、公園等の都市計画施設の区域内においては、当該施設

の整備に支障を及ぼさない範囲内で、都市計画決定権者の判断 の整備に支障を及ぼさない範囲内で、都市計画決定権者の判断
により、生産緑地地区を定めることが可能である。なお、原則 により、生産緑地地区の指定が可能である。なお、原則として、
として、当該区域内において生産緑地地区が定められていた農 当該区域内において生産緑地地区に指定されていた農地等は、
地等は、当該都市計画施設についての法第５９条の認可又は承 当該都市計画施設についての法第５９条の認可又は承認が行わ
認が行われた後に生産緑地地区から除外するよう都市計画の変 れた後に生産緑地地区から除外するよう都市計画の変更を行う
更を行うものである。 ものである。
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ウ 生産緑地地区に関する都市計画の決定は、直ちに既存の市街 ウ 生産緑地地区に関する都市計画の決定は、直ちに既存の市街
化区域を拡大する理由とはならないものである。 化区域を拡大する理由とはならないものである。

② 立地適正化計画との関係 ② 立地適正化計画との関係
立地適正化計画の効果的な運用を図る観点から、居住誘導区域 立地適正化計画の効果的な運用を図る観点から、居住誘導区域

外において将来にわたり保全することが適当な農地等を生産緑地 外において将来にわたり保全することが適当な農地等を生産緑地
地区に定めることを検討することが望ましい。 地区に指定することを検討することが望ましい。

③ 緑の基本計画との関係 ③ 緑の基本計画との関係
ア 緑の基本計画における施策は、都市における樹林地、草地、 ア 緑の基本計画における施策は、都市における樹林地、草地、
水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土地（農地 水辺地、岩石地若しくはその状況がこれらに類する土地が単独
であるものを含む。）が単独で、若しくは一体となって良好な自 で、若しくは一体となって良好な自然環境を形成している緑地
然環境を形成している緑地を対象とするものであり、生産緑地 を対象とするものであり、生産緑地地区も対象となるものであ
地区も対象となるものである。 る。

イ 「緑地の保全及び緑化の推進のための施策に関する事項」で イ 「緑地の保全及び緑化の推進のための施策に関する事項」で
は、特に三大都市圏の特定市について、生産緑地地区に係る買 は、特に三大都市圏の特定市について、生産緑地地区に係る買
取りの方針や市民農園としての整備等生産緑地の保全・活用方 取りの方針や市民農園としての整備等生産緑地の保全・活用方
針を定めることが望ましい。 針を定めることが望ましい。

④ 市民農園との関係 ④ 市民農園との関係
ア 市街化区域内農地に係る市民農園は、農地の有する緑地機能 ア 市街化区域内農地に係る市民農園は、農地の有する緑地機能
を活かしつつ都市住民のレクリエーション需要に対応するもの を活かしつつ都市住民のレクリエーション需要に対応するもの
であるため、生産緑地地区制度とその目的等の一部を異にする であるため、生産緑地地区制度とその目的等の一部を異にする
ものであるが、良好な都市環境の形成を図るという点で目的が ものであるが、良好な都市環境の形成を図るという点で目的が
一致していること、生産緑地を農地として管理していく上で市 一致していること、生産緑地を農地として管理していく上で市
民農園は有用な手法であること等から、積極的に生産緑地地区 民農園は有用な手法であること等から、生産緑地地区の指定を
を定めることが望ましい。 積極的に行うことが望ましい。

イ 市民農園について生産緑地地区を定める場合には、当該市民 イ 市民農園について生産緑地地区の指定を行う場合には、当該
農園の運営方式（市民農園整備促進法（平成２年法律第４４号） 市民農園の運営方式（市民農園整備促進法（平成２年法律第４
第２条第２項第１号イ及びロのいわゆる「特定農地貸付け方式」 ４号）第２条第２項第１号イ及びロのいわゆる「特定農地貸付
及び「農園利用方式」をいう。）に従い、生産緑地法第３条第３ け方式」及び「農園利用方式」をいう。）に従い、生産緑地法第
項の規定により、農地等利害関係人の同意を得るものとする。 ３条第２項の規定により農地についての所有権、対抗要件を備

えた地上権若しくは賃借権又は登記した永小作権等を有する者
等の同意を得るものとする。
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⑤ その他留意すべき事項 ⑤ その他留意すべき事項
空港周辺地区においては、農地等が航空機騒音による障害の防 空港周辺地区においては、農地等が航空機騒音による障害の防

止と周囲の環境の保全に寄与することに鑑み、生産緑地地区制度 止と周囲の環境の保全に寄与することに鑑み、生産緑地地区制度
の活用を図ることが望ましい。 の活用を図ることが望ましい。

（４）生産緑地地区に関する都市計画の変更 （４）生産緑地地区に関する都市計画の変更
① 生産緑地地区に関する都市計画の変更は、都市計画上の要請に ① 生産緑地地区に関する都市計画の変更は、都市計画上の要請に
基づき必要が生じた場合に限定されるものである。また、営農等 基づき必要が生じた場合に限定されるものである。また、営農等
を停止した場合であっても、直ちに生産緑地地区に関する都市計 を停止した場合であっても、直ちに生産緑地地区に関する都市計
画の変更を行うものではない。 画の変更を行うものではない。

② ただし、生産緑地地区内の農地等の全部又は一部が公共施設等 ② ただし、生産緑地地区内の農地等の全部又は一部が公共施設等
の敷地の用に供された場合には、当該部分を生産緑地地区から除 の敷地の用に供された場合には、当該部分を生産緑地地区から除
外するための都市計画の変更を行うものである。この場合、残存 外するための都市計画の変更を行うものである。この場合、残存
する部分について都市計画の変更を行うのは、残存する農地等の する部分について都市計画の変更を行うのは、残存する農地等の
みでは生産緑地地区としての要件を欠くに至るときに限定される。 みでは生産緑地地区としての要件を欠くに至るときに限定される。
なお、残存する農地等のみでは生産緑地地区としての要件を欠 なお、この「公共施設等」には、法第１１条第１項第８号に掲げ

く場合であっても、稠密な市街地等において、同一の街区又は隣 る一団地の住宅施設が含まれる。
接する街区に存在する農地等と一体として緑地機能を果たすこと
により、良好な都市環境の形成に資する場合には、これらを一団
の農地等として都市計画の変更を行うことにより、生産緑地地区
として継続することが可能である。

③ 交換分合等による土地の集合化により新たに一団の農地等が生 ③ 交換分合等による土地の集合化により新たに一団の農地等が生
じ、当該一団の農地等が生産緑地として評価できる場合について じ、当該一団の農地等が生産緑地として評価できる場合について
は、都市計画決定権者の判断により生産緑地地区に関する都市計 は、都市計画決定権者の判断により生産緑地地区に関する都市計
画の変更が可能である 画の変更が可能である

④ 都市計画施設を法第５９条の認可又は承認によらず当該施設の ④ 都市計画施設を法第５９条の認可又は承認によらず当該施設の
管理者等がその管理法に基づき整備する場合は、当該施設の区域 管理者等がその管理法に基づき整備する場合は、当該施設の区域
決定の公示等が行われることによって同条の認可又は承認が行わ 決定の公示等が行われることによって同条の認可又は承認が行わ
れた場合とみなし、当該土地を生産緑地地区から除外するよう都 れた場合とみなし、当該土地を生産緑地地区から除外するよう都
市計画の変更を行うものである。 市計画の変更を行うものである。

（５）旧法からの経過措置 （５）旧法からの経過措置
平成３年の改正前の生産緑地法（以下「旧生産緑地法」という。） 平成３年の改正前の生産緑地法（以下「旧生産緑地法」という。）
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に基づく第一種生産緑地地区及び第二種生産緑地地区（以下「旧生 に基づく第一種生産緑地地区及び第二種生産緑地地区（以下「旧生
産緑地地区」という。）は、原則として廃止されている。現行法に基 産緑地地区」という。）は、原則として廃止されている。現行法に基
づく生産緑地地区に定める場合は、土地所有者の同意を改めて確認 づく生産緑地地区に指定する場合は、土地所有者の同意を改めて確
すれば足り、要件の確認は必要ない。 認すれば足り、指定要件の確認は必要ない。
なお、同意が得られない場合、旧生産緑地地区については都市計 なお、同意が得られない場合、旧生産緑地地区については都市計

画法上は生産緑地法の一部を改正する法律（平成３年法律第３９号） 画法上は生産緑地法の一部を改正する法律（平成３年法律第３９号）
附則第４条に基づき、改正された生産緑地法に基づく生産緑地地区 附則第４条に基づき、改正された生産緑地法に基づく生産緑地地区
とみなされている。ただし、以下のような取扱いとなるので留意す とみなされている。ただし、以下のような取扱いとなるので留意す
ることが望ましい。 ることが望ましい。

ア 生産緑地地区内の行為の制限については、改正された生産緑 ア 生産緑地地区内の行為の制限については、改正された生産緑
地法の規定による。すなわち、「農林漁業に従事する者の休憩施 地法の規定による。すなわち、「農林漁業に従事する者の休憩施
設」及び「その他政令で定める施設」の設置等に係る行為につ 設」及び「その他政令で定める施設」の設置等に係る行為につ
いても許可対象行為となる。 いても許可対象行為となる。

イ 買取りの申出ができない期間については、旧生産緑地法と同 イ 買取りの申出ができない期間については、旧生産緑地法と同
じ取扱いとなること。すなわち、旧生産緑地法に基づく第一種 じ取扱いとなること。すなわち、旧生産緑地法に基づく第一種
生産緑地地区については１０年、第二種生産緑地地区について 生産緑地地区については１０年、第二種生産緑地地区について
は５年となる。 は５年となる。

ウ 旧生産緑地法に基づく第二種生産緑地地区について、買取り ウ 旧生産緑地法に基づく第二種生産緑地地区について、買取り
の申出後行為の制限が解除されるまでの期間については、旧生 の申出後行為の制限が解除されるまでの期間については、旧生
産緑地法と同じ取扱いとなる。すなわち、その期間は「１月」 産緑地法と同じ取扱いとなる。すなわち、その期間は「１月」
となる。 となる。

エ 旧生産緑地法に基づく第二種生産緑地地区については、当該 エ 旧生産緑地法に基づく第二種生産緑地地区については、当該
第二種生産緑地地区に関する都市計画に定められた当該都市計 第二種生産緑地地区に関する都市計画に定められた当該都市計
画が失効すべき日は、引き続き有効である。 画が失効すべき日は、引き続き有効である。

３．標識の設置 ３．標識の設置
生産緑地地区に関する都市計画が定められたときは、生産緑地の保 生産緑地地区に関する都市計画が定められたときは、生産緑地の保
全を適正に行うために、当該地区が権利制限が課されている地区であ 全を適正に行うために、当該地区が権利制限が課されている地区であ
ることを周知する必要があることから、生産緑地法第６条第１項の規 ることを周知する必要があることから、生産緑地法第６条第１項の規
定に基づき、市町村は、その地区が生産緑地地区である旨を明示する 定に基づき、市町村は、その地区が生産緑地地区である旨を明示する
こととされている。 こととされている。
明示に当たっては、当該地区内に標識を設置する方法のほか、例え 明示に当たっては、当該地区内に標識を設置する方法のほか、例え
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ば、市町村のウェブサイトへの掲載等、地域の実情に応じて適切と考 ば、インターネットの利用等、市町村が地域の実情に応じて適切と考
えられる方法で行うことが可能である。この場合、その地区が生産緑 えられる方法で行うことが可能である。この場合、その地区が生産緑
地地区であることを第三者が容易に認識できるように留意すべきであ 地地区であることを第三者が容易に認識できるように留意すべきであ
る。 る。

４．生産緑地地区内における行為の制限 ４．生産緑地地区内における行為の制限
（１）生産緑地地区は、環境機能と多目的保留地機能とを併せ有する （１）生産緑地地区は、環境機能と多目的保留地機能とを併せ有する
市街化区域農地等について定められるものであり、公共施設等の 市街化区域農地等について指定されるものであり、生産緑地は、
敷地に供される場合を除き、農地等として保全することが義務付 公共施設等の敷地に供される場合を除き、農地等として保全する
けられる地区である。このため、当該地区内における行為につい ことが義務付けられる地域であるので、当該地域内における行為
ては、生産緑地法第８条第２項第１号に掲げる農林漁業を営むた については、農林漁業を営むために必要な一定の行為で生活環境
めに必要な一定の施設（以下「１号施設」という。）、同項第２号 の悪化をもたらすおそれがないと認められるものに限り、許可を
に掲げる農林漁業の安定的な継続等に資する一定の施設（以下「２ することができるものであり、その認定については次による。
号施設」という。）及び同項第３号に掲げる政令で定める施設（以
下「３号施設」という。）の設置又は管理に係る行為で、良好な生
活環境の確保を図る上で支障がないと認められるものに限り、許
可をすることができるものである。なお、「良好な生活環境の確保
を図る上で支障がない」とは、生産緑地地区周辺の生活環境に悪
影響を及ぼすおそれがないことをいうものであり、例えば悪臭等
が発生するおそれがある施設であっても、必要な防止措置が採ら
れているものであれば、該当するものと認められる。

①１号施設 ① 生産緑地法第８条第２項の「生活環境の悪化をもたらすおそ
１号施設は、生産緑地地区の保全を図るため、農林漁業が継 れがない」とは、悪臭等の発生源となるおそれがないことをい

続して行われるために必要不可欠な施設である。 うものであり、その発生するおそれがある施設であっても防止
のための必要な措置が採られているものであれば生活環境の悪
化をもたらすおそれがないと認められる。

１） 生産緑地法第８条第２項第１号イの「生産又は集荷の用に ② 生産緑地法第８条第２項第１号の「生産又は集荷の用に供す
供する施設」とは、ビニルハウス、温室、畜舎、育種苗施設、 る施設」とは、ビニールハウス、温室、畜舎、育種苗施設、搾
搾乳施設等農林漁業の生産の用に供される施設又は集乳施設、 乳施設等農林漁業の生産の用に供される施設又は集乳施設、集
集果施設等農林漁業による生産物を集荷する施設をいう。 果施設等農林漁業による生産物を集荷する施設をいう。

２） 同号ロの「生産資材の貯蔵又は保管の用に供する施設」と ③ 生産緑地法第８条第２項第２号の「生産資材の貯蔵又は保管
は、サイロ、種苗貯蔵施設、農機具等の収納施設等の農林漁業 の用に供する施設」とは、サイロ、種苗貯蔵施設、農機具等の
の生産のための資材の貯蔵又は保管の用に供する施設をいう。 収納施設等の農林漁業の生産のための資材の貯蔵又は保管の用
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に供する施設をいう。

３） 同号ハの「処理又は貯蔵に必要な共同利用施設」とは、選 ④ 生産緑地法第８条第２項第３号の「処理又は貯蔵に必要な共
果場、ライスセンター（米麦乾燥場）等農林漁業による生産 同利用施設」とは、選果場、ライスセンター（米麦乾燥場）等
物の処理又は貯蔵のため共同で利用される施設をいう。 農林漁業による生産物の処理又は貯蔵のため共同で利用される

施設をいう。

４） 同号ニの「農林漁業に従事する者の休憩施設」とは、休憩 ⑤ 生産緑地法第８条第２項第４号の「農林漁業に従事する者の
所、あづまや、便所等農作業の準備を行い、作業の合間に休 休憩施設」とは、休憩所、あづまや等農作業の準備を行い、作
憩を取るために必要な施設をいうものであり、専ら市民農園 業の合間に休憩を取るために必要な施設をいうものであり、専
利用者が利用する休憩施設を含む。 ら市民農園利用者が利用する休憩施設を含む。

②２号施設
２号施設は、生産緑地地区内における農林漁業の安定的な継続

に資する施設であり、いわゆる農業の６次産業化により、農業収
入の途を広げ、経営の安定化を通じて農地の安定的な保全に資す
るという趣旨に基づき設置されるものである。

１）生産緑地法第８条第２項第２号イの「当該生産緑地地区及び
その周辺の地域内において生産される農産物等を主たる原材料
として使用する製造又は加工の用に供する施設」とは、当該生
産緑地地区や当該施設が設置される市町村の区域又は都市計画
区域内において生産される農産物等（以下「地域内農産物等」
という。）を主たる原材料として使用し、ジャム等を製造又は加
工する施設をいう。ここで「主たる原材料として」とは、量的
又は金額的に５割以上使用することを意味しており、市町村は
当該施設の設置に係る許可を行う場合には、その旨を明らかに
した書類の提出を求めるなど、事前に確認することが望ましい。

２）同号ロの「イの農産物等又はこれを主たる原材料として製造
され、若しくは加工された物品の販売の用に供する施設」とは、
主として、地域内農産物等やそれらを主たる原材料とした製造
・加工品を販売する直売所をいう。また、生産緑地法施行規則
（昭和４９年建設省令第１１号）第２条第５号の「主として」
とは、これらが他の農産物や製造・加工品よりも量的又は金額
的に多いものをいう。
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３）生産緑地法第８条第２項第２号ハの「イの農産物等を主たる
材料とする料理の提供の用に供する施設」とは、地域内農産物
等を主たる材料として調理して提供する食堂、レストランをい
い、いわゆる農家レストランを指す。ここで「主たる材料とし
て」とは、１）と同義であり、市町村は本施設の設置に係る許
可を行う場合には、その旨を明らかにした書類の提出を求める
など、事前に確認することが望ましい。

４）２号施設の設置及び管理者は、同規則第２条第３号において
「当該生産緑地に係る農林漁業の主たる従事者」としている。
なお、例えば、当該生産緑地に係る農林漁業の主たる従事者

が複数の近隣農家と任意組合等を構成して農家レストランの経
営、管理を行うことも想定される。

５）２号施設は、農林漁業を営む上で直接必要となる１号施設と
は性質が異なることから、生産緑地地区の緑地機能の発揮に支
障がない範囲で設置を認めるものであることに留意すべきであ
る。このため、同規則第２条第１号及び第２号において、２号
施設の敷地を除いた生産緑地地区内の土地の面積が 500 ㎡（条
例で別に規模が定められている場合にあっては当該規模）以上
であり、２号施設の合計は生産緑地地区の面積に対して 10分の
２以下であることとする、規模の基準を設けている。
市町村は、施設設置後も、設置基準に適合しているか把握に

努め、基準に適合していない場合には、原状回復命令等により
適正な指導に努めるべきである。特に、これらの事業の撤退等
により、施設用地が未利用の状態で放置されることがないよう
留意する必要がある。

６）２号施設は、当該生産緑地地区の農地の保全に資するために
設置されるものであることを踏まえ、当該施設に附帯する駐車
場については、必要最小限の規模とするよう留意すべきである。
なお、２号施設の設置規模の基準は、駐車場の敷地も含むもの
である。
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③３号施設 ⑥ 生産緑地法第８条第２項第５号の「政令で定める施設」に係
１）３号施設に係る生産緑地法施行令（昭和４９年政令第２８ る生産緑地法施行令（昭和４９年政令第２８５号）第４条の「主
５号）第４条の「主として都市の住民の利用に供される農地 として都市の住民の利用に供される農地で、相当数の者を対象
で、相当数の者を対象として定型的な条件で、レクリエーシ として定型的な条件で、レクリエーションその他の営利以外の
ョンその他の営利以外の目的で継続して行われる農作業の用 目的で継続して行われる農作業の用に供されるもの」とは、い
に供されるもの」とは、いわゆる市民農園を指すものである。 わゆる市民農園を指すものである。また、同法施行令第４条第
また、同条第１号の「農作業の講習の用に供する施設」とは、 １号の「農作業の講習の用に供する施設」とは、講習室、植物
講習室、植物展示室、資料閲覧室、教材園等市民農園の利用 展示室、資料閲覧室、教材園等市民農園の利用者に対し適正な
者に対し適正な農地の利用を確保するため必要な講習を施す 農地の利用を確保するため必要な講習を施すために必要な施設
ために必要な施設をいうものであり、同条第２号の「管理事 をいうものであり、同法施行令第４条第２号の「管理事務所そ
務所その他の管理施設」とは、具体的には市民農園の管理事 の他の管理施設」とは、具体的には市民農園の管理事務所、管
務所、管理人詰所、管理用具置場、ごみ処理場等をいう。 理人詰所、管理用具置場、ごみ処理場等をいう。

２）市民農園を開設する者が１号施設の休憩施設又は３号施設 ⑦ 市民農園を開設する者が生産緑地法第８条第２項第４号又は
について、生産緑地法第８条第１項の許可を受ける場合に、 第５号に掲げる施設について同条第１項の許可を受ける場合に、
当該施設に附帯する施設として専ら市民農園利用者が利用す 当該施設に附帯する施設として専ら市民農園利用者が利用する
る駐車場の整備を行うことができる。 駐車場の整備を行うことができる。

３）なお、前記①の４）、③の１）、及び２）にいう市民農園と ⑧ なお、前記⑤、⑥及び⑦にいう市民農園とは、市民農園整備
は、市民農園整備促進法第７条による開設の認定を受けたも 促進法第７条による開設の認定を受けたものに限定されるもの
のに限定されるものではない。 ではない。

（２）市町村長に対して生産緑地法第８条第１項の許可の申請があっ （２）市町村長に対して生産緑地法第８条第１項の許可の申請があっ
た場合には、市町村の都市計画担当部局は農業委員会に通知する た場合には、市町村の都市計画担当部局は農業委員会に通知する
ことが望ましい。なお、農業委員会は生産緑地地区内において農 ことが望ましい。なお、農業委員会は生産緑地地区内において農
地法第４条に基づく届出があった場合には、市町村の都市計画担 地法第４条に基づく届出があった場合には、市町村の都市計画担
当部局に通知するものとされている。 当部局に通知するものとされている。

（３）市町村長が生産緑地法第８条第７項の規定により助言又は勧告 （３）市町村長が生産緑地法第８条第７項の規定により助言又は勧告
をしようとするときは、あらかじめ、市町村の都市計画担当部局 をしようとするときは、あらかじめ、市町村の都市計画担当部局
は、環境保全担当部局に協議することが望ましい。 は、環境保全担当部局に協議することが望ましい。

（４）生産緑地法第８条に規定されているように、生産緑地地区内に （４）生産緑地法第８条に規定されているように、生産緑地地区内に
おける公共施設等の設置又は管理に係る行為については、市町村 おける公共施設等の設置又は管理に係る行為については、市町村
長の許可を要しないこととされているが、地区計画等による地区 長の許可を要しないこととされているが、地区計画等による地区
施設及び開発許可等による施設で市町村に帰属又は管理されるこ 施設及び開発許可等による施設で市町村に帰属又は管理されるこ
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とが確実なものについても、公共施設等として取り扱う。 とが確実なものについても、公共施設等として取扱う。

５．農地等の管理に関する措置 ５．農地等の管理に関する措置
（１）市町村長に対する助言等の求め （１）市町村長に対する助言等の求め

生産緑地地区においては、生産緑地について所有権等を有する者 生産緑地地区においては、生産緑地について所有権等を有する者
は当該生産緑地を農地等として管理しなければならないという能動 は当該生産緑地を農地等として管理しなければならないという能動
的な責務が生じるが、農林漁業が継続され、農地等が適正に管理さ 的な責務が生じるが、農林漁業が継続され、農地等が適正に管理さ
れるために行政側が当該所有者等を支援する必要があることから、 れるために行政側が当該所有者等を支援する必要があることから、
生産緑地について使用又は収益をする権利を有する者は、市町村長 生産緑地について使用又は収益をする権利を有する者は、市町村長
に対し、当該生産緑地を農地等として管理するため必要な助言、土 に対し、当該生産緑地を農地等として管理するため必要な助言、土
地の交換のあっせん、市民農園の開園に関する情報の提供等の援助 地の交換のあっせん、市民農園の開園に関する情報の提供等の援助
を求めることができるものであり、その積極的対応を図ることが望 を求めることができるものであり、その積極的対応を図ることが望
ましい。 ましい。

（２）農業委員会等の協力 （２）農業委員会等の協力
市町村長は、生産緑地（農地又は採草放牧地に限る。）について使 市町村長は、生産緑地（農地又は採草放牧地に限る。）について使
用又は収益をする権利を有する者からの求めに応じて当該生産緑地 用又は収益をする権利を有する者からの求めに応じて当該生産緑地
を農地等として管理するため必要な助言、土地の交換のあっせんそ を農地等として管理するため必要な助言、土地の交換のあっせんそ
の他の援助を行う場合及び農業に従事することを希望する者が生産 の他の援助を行う場合及び農業に従事することを希望する者が生産
緑地を取得できるようにあっせんを行う場合には、農業委員会に協 緑地を取得できるようにあっせんを行う場合には、農業委員会に協
力を求めることが望ましい。なお、農業協同組合についても同様の 力を求めることが望ましい。なお、農業協同組合についても同様の
観点から積極的に協力を求めることが望ましい。 観点から積極的に協力を求めることが望ましい。

（３）遊休農地対策の強化に伴う農業委員会等との連携 （３）遊休農地対策の強化に伴う農業委員会等との連携
農地法等の一部を改正する法律（平成２１年法律第５７号）によ 農地法等の一部を改正する法律（平成２１年法律第５７号）によ

り、遊休農地対策が強化され、生産緑地を含む全ての農地について り、遊休農地対策が強化され、生産緑地を含む全ての農地について
農業委員会が利用状況の調査を行い、農業上の利用の増進を図るた 農業委員会が利用状況の調査を行い、農業上の利用の増進を図るた
め必要な指導等を実施することとなった。遊休農地対策は、生産緑 め必要な指導等を実施することとなった。遊休農地対策は、生産緑
地を農地等として適正に管理することに寄与するものであることか 地を農地等として適正に管理することに寄与するものであることか
ら、各地方公共団体の都市計画担当部局は、農業担当部局、農業委 ら、各地方公共団体の都市計画担当部局は、農業担当部局、農業委
員会等が調査、指導等を実施するに当たり十分に連携に努めること 員会等が調査、指導等を実施するに当たり十分に連携に努めること
が望ましい。 が望ましい。

（４）生産緑地の利活用によるまちづくりの推進 （４）生産緑地の利活用によるまちづくりの推進
① 生産緑地法の趣旨に鑑み、生産緑地地区である農地については ① 生産緑地法の趣旨に鑑み、生産緑地として指定された農地につ
緑地としての機能が維持されるよう、農地所有者等の意向を踏ま いては緑地としての機能が維持されるよう、農地所有者等の意向
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えつつ適正に保全するとともに、都市住民との交流の場としての を踏まえつつ適正に保全するとともに、都市住民との交流の場と
活用を積極的に推進することが望ましい。 しての活用を積極的に推進することが望ましい。

② 地区特性に即して、農地所有者等の意向を踏まえつつ、生産緑 ② 地区特性に即して、農地所有者等の意向を踏まえつつ、生産緑
地地区の集約等を土地区画整理事業等により実施することが可能 地地区の集約等を土地区画整理事業等により実施することが可能
であるため、必要に応じ活用することが望ましい。 であるため、必要に応じ活用することが望ましい。

６．生産緑地の買取り ６．生産緑地の買取り
（１）生産緑地法第１０条の生産緑地の買取りの申出 （１）生産緑地法第１０条の生産緑地の買取りの申出

生産緑地地区に関する都市計画は、生産緑地に係る農地等利害関 生産緑地地区に関する都市計画は、生産緑地の所有者等の同意を
係人の同意を得て定められるものであるが、同意の段階において一 得て定められるものであるが、同意の段階において一般的に予測可
般的に予測可能な期間を経過した場合又は明らかな事情変更があっ 能な期間を経過した場合又は明らかな事情変更があった場合には、
た場合には、その後の農林漁業の継続が困難になることが一般的に その後の農林漁業の継続が困難になることが一般的に予想され、し
予想され、しかも生産緑地地区における行為制限のため、市場にお かも生産緑地地区における行為制限のため、市場における譲渡性に
ける譲渡性に欠けることに鑑み、生産緑地の所有者が市町村長に対 欠けることに鑑み、生産緑地の所有者が市町村長に対し、時価で当
し、時価で当該生産緑地を買い取るべき旨を申し出ることができる 該生産緑地を買い取るべき旨を申し出ることができるものとして権
ものとして権利救済を図ったものである。この趣旨に鑑み、生産緑 利救済を図ったものである。この趣旨に鑑み、生産緑地法第１０条
地法第１０条の買取りの申出があった場合には次によるものとする。 の買取りの申出があった場合には次によるものとする。

① 「農林漁業の主たる従事者」とは、その者が従事できなくなっ ① 「農林漁業の主たる従事者」とは、その者が従事できなくなっ
たため、当該生産緑地における農林漁業経営が客観的に不可能と たため、当該生産緑地における農林漁業経営が客観的に不可能と
なるような場合における当該者をいう。なお、生産緑地法施行規 なるような場合における当該者をいう。なお、生産緑地法施行規
則第３条により、主たる従事者が６５歳未満の場合はその従事日 則（昭和４９年建設省令第１１号）第２条により、主たる従事者
数の８割以上、６５歳以上の場合はその従事日数の７割以上従事 が６５歳未満の場合はその従事日数の８割以上、６５歳以上の場
している者も含まれる。 合はその従事日数の７割以上従事している者も含まれる。
また、「主たる従事者」の認定に当たっては、同規則別記様式で また、「主たる従事者」の認定に当たっては、同規則別記様式で

定めたように当該生産緑地の所在地を管轄する農業委員会の証明 定めたように当該生産緑地の所在地を管轄する農業委員会の証明
書を添附させるとともに、その者が従事できなくなったため、当 書を添附させるとともに、その者が従事できなくなったため、当
該生産緑地における農林漁業経営が客観的に不可能となるかどう 該生産緑地における農林漁業経営が客観的に不可能となるかどう
かを適正に判断することが望ましい。 かを適正に判断することが望ましい。

② 「農林漁業に従事することを不可能にさせる故障」については、 ② 「農林漁業に従事することを不可能にさせる故障」については、
同規則第５条では「両手の手指若しくは両足の足指の全部若しく 生産緑地法施行規則第４条では「両手の手指若しくは両足の足指
は一部の喪失又はその機能の著しい障害」及び「１年以上の期間 の全部若しくは一部の喪失又はその機能の著しい障害」及び「１
を要する入院その他の事由により農林漁業に従事することができ 年以上の期間を要する入院その他の事由により農林漁業に従事す
なくなる故障として市町村長が認定したもの」が規定されている ることができなくなる故障として市町村長が認定したもの」が規
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が、「その他の事由」としては、主たる従事者が養護老人ホーム（老 定されているが、「その他の事由」としては、主たる従事者が養護
人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の４）や特別養 老人ホーム（老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条
護老人ホーム（同法第２０条の５）に入所する場合や著しい高齢 の４）や特別養護老人ホーム（同法第２０条の５）に入所する場
となり運動能力が著しく低下した場合等も含まれる。 合や著しい高齢となり運動能力が著しく低下した場合等も含まれ
なお、その認定に当たっては、医師の診断書、院長の証明書等 る。

により農林漁業の継続が事実上不可能であるかどうかを適正に判 なお、その認定に当たっては、医師の診断書、院長の証明書等
断することが望ましい。 により農林漁業の継続が事実上不可能であるかどうかを適正に判

断することが望ましい。

③ 生産緑地地区に指定された農地等の一部の所有者から買取りの ③ 生産緑地地区に指定された農地等の一部の所有者から買取りの
申出がなされ、公共施設等の敷地の用に供された場合には、当該 申出がなされ、公共施設等の敷地の用に供された場合には、当該
部分を生産緑地地区から除外するための都市計画の変更を行うと 部分を生産緑地地区から除外するための都市計画の変更を行うと
ともに、残存する農地等のみでは生産緑地地区としての要件を欠 ともに、残存する農地等のみでは生産緑地地区の指定要件を欠く
くに至る場合には、当該農地等を生産緑地地区から除外するよう に至る場合には、当該農地等を生産緑地地区から除外するような
な都市計画の変更を行うものとする。なお、当該生産緑地地区の 都市計画の変更を行うものとする。なお、当該生産緑地地区の存
存続が良好な都市環境の形成に必要であると判断される場合には、 続が良好な都市環境の形成に必要であると判断される場合には、
当該生産緑地地区の継続が図られるよう、買取りの申出のあった 当該生産緑地地区の継続が図られるよう、買取りの申出のあった
生産緑地において農林漁業に従事することを希望する他の者がこ 生産緑地において農林漁業に従事することを希望する他の者がこ
れを取得できるようあっせんに努めることが望ましい。 れを取得できるようあっせんに努めることが望ましい。

④ 生産緑地法第１１条第２項の「土地利用の状況」とは、公共公 ④ 生産緑地法第１１条第２項の「土地利用の状況」とは、公共公
益施設の利用も含む広義の土地利用についての現在及び将来の状 益施設の利用も含む広義の土地利用についての現在及び将来の状
況をいう。 況をいう。

（２）生産緑地法第１５条の生産緑地の買取り希望の申出 （２）生産緑地法第１５条の生産緑地の買取り希望の申出
生産緑地法第１５条の生産緑地の買取り希望の申出は、同法第１ 生産緑地法第１５条の生産緑地の買取り希望の申出は、同法第１

０条の買取り申出ができない場合であっても、疾病等により農林漁 ０条の買取り申出ができない場合であっても、疾病等により農林漁
業に従事することが困難である等の特別の事情があるときは、買取 業に従事することが困難である等の特別の事情があるときは、買取
り希望を申し出ることができることとし、権利者の一層の保護を図 り希望を申し出ることができることとし、権利者の一層の保護を図
るとともに、公有地の拡大の推進にも資することとしたものである。 るとともに、公有地の拡大の推進にも資することとしたものである。
この趣旨に即し、市町村長は、当該買取り希望の申出がやむを得な この趣旨に即し、市町村長は、当該買取り希望の申出がやむを得な
いものであると認めるときには、当該生産緑地を自ら買い取り、又 いものであると認めるときには、当該生産緑地を自ら買い取り、又
は地方公共団体若しくは当該生産緑地において農林漁業に従事する は地方公共団体若しくは当該生産緑地において農林漁業に従事する
ことを希望する者がこれを取得できるようあっせんに努めることが ことを希望する者がこれを取得できるようあっせんに努めることが
望ましい。 望ましい。
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（３）生産緑地の買取り （３）生産緑地の買取り
① 公共施設等を設置しようとする者が生産緑地地区内の土地を公 ① 公共施設等を設置しようとする者が生産緑地地区内の土地を公
共施設等の用に供するため、当該生産緑地の取得を地方公共団体 共施設等の用に供するため、当該生産緑地の取得を地方公共団体
等に申し出た場合には、当該地方公共団体等は、支障がない限り 等に申し出た場合には、当該地方公共団体等は、支障がない限り
その申出を受け入れることが望ましい。 その申出を受け入れることが望ましい。
また、市民農園を開設する等農地として利用する目的で生産緑 また、市民農園を開設する等農地として利用する目的で生産緑

地の買取りを行う場合にあっては、農業委員会に事前に通知し、 地の買取りを行う場合にあっては、農業委員会に事前に通知し、
十分な調整を図るとともに、当該農地の管理については農業委員 十分な調整を図るとともに、当該農地の管理については農業委員
会と十分調整することが望ましい。この場合、農業協同組合にも 会と十分調整することが望ましい。この場合、農業協同組合にも
協力を求めることが望ましい。 協力を求めることが望ましい。

② 生産緑地法第１１条第１項の「時価」とは、不動産鑑定士、官 ② 生産緑地法第１１条第１項の「時価」とは、不動産鑑定士、官
公署等の公正な鑑定評価を経た近傍類地の正常な取引価額や公示 公署等の公正な鑑定評価を経た近傍類地の正常な取引価額や公示
価格を考慮して算定した相当な価額によるものとすることが望ま 価格を考慮して算定した相当な価額によるものとすることが望ま
しい。 しい。

③ 買い取られた土地については、生産緑地法の趣旨に鑑み、公園、 ③ 買い取られた土地については、生産緑地法の趣旨に鑑み、公園、
緑地その他の公共空地の敷地として用いることを優先すべきであ 緑地その他の公共空地の敷地として用いることを優先すべきであ
るが、この場合、公共事業の実施等により営農を継続することが るが、この場合、公共事業の実施等により営農を継続することが
困難となった土地等の代替地として用いることも考えられる。 困難となった土地等の代替地として用いることも考えられる。
なお、買い取られた土地を公共事業の代替地として用いる場合 なお、買い取られた土地を公共事業の代替地として用いる場合

は、公園、緑地その他の公共空地の整備のための代替地として用 は、公園、緑地その他の公共空地の整備のための代替地として用
いることを優先することとし、この場合、生産緑地地区に関する いることを優先することとし、この場合、生産緑地地区に関する
都市計画について必要な変更を行うとともに、当該土地の利用に 都市計画について必要な変更を行うとともに、当該土地の利用に
当たっては、土地区画整理事業の実施、地区計画等の活用等によ 当たっては、土地区画整理事業の実施、地区計画等の活用等によ
り、計画的な市街地の形成に配慮することが望ましい。ただし、 り、計画的な市街地の形成に配慮することが望ましい。ただし、
公共事業の代替地として供し得る土地は、当該土地の周辺に存す 公共事業の代替地として供し得る土地は、当該土地の周辺に存す
る生産緑地の緑地環境に悪影響を及ぼさないものであることが重 る生産緑地の緑地環境に悪影響を及ぼさないものであることが重
要である。 要である。

７．その他の事項 ７．その他の事項
平成３年度の税制改正等によって、市街化区域農地等について、以 平成３年度の税制改正等によって、市街化区域農地等について、以

下のとおり課税の適正化等が図られており、生産緑地地区制度の運用 下のとおり課税の適正化等が図られており、生産緑地地区制度の運用
に当たっては、このことに十分留意することが望ましい。 に当たっては、このことに十分留意することが望ましい。
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（１）相続税及び贈与税 （１）相続税及び贈与税
租税特別措置法の一部を改正する法律（平成３年法律第１６号） 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成３年法律第１６号）

により、平成４年１月１日から、特定市街化区域農地等については、 により、平成４年１月１日から、特定市街化区域農地等については、
相続税及び贈与税の納税猶予の特例の適用対象から除くこととされ 相続税及び贈与税の納税猶予の特例の適用対象から除くこととされ
ているが、生産緑地地区内にある農地又は採草放牧地については、 ているが、生産緑地地区内にある農地又は採草放牧地については、
租税特別措置法第７０条の４第２項第４号に規定する都市営農農地 措置法第７０条の４第２項第４号に規定する都市営農農地等（以下
等（以下「都市営農農地等」という。）として、相続税及び贈与税の 「都市営農農地等」という。）として、相続税及び贈与税の納税猶予
納税猶予の特例の適用対象とされる。 の特例の適用対象とされる。
なお、都市営農農地等を有する農業相続人については、同法第７ なお、都市営農農地等を有する農業相続人については、同法第７

０条の６第５項により、相続税の納税猶予期限は、その死亡の日ま ０条の６第５項により、相続税の納税猶予期限は、その死亡の日ま
でとされている。 でとされている。

（２）所得税 （２）所得税
生産緑地法第１１条第１項、第１２条第２項又は第１５条第２項 生産緑地法第１１条第１項、第１２条第２項又は第１５条第２項

の規定に基づき、生産緑地地区内の土地が地方公共団体等に買い取 の規定に基づき、生産緑地地区内の土地が地方公共団体等に買い取
られる場合には、譲渡所得の課税についてその譲渡益から 1,500 万 られる場合には、譲渡所得の課税についてその譲渡益から 1,500 万
円の特別控除が認められている。 円の特別控除が認められている。

（３）不動産取得税 （３）不動産取得税
特定市街化区域農地等につき、都市営農農地等として、贈与税の 特定市街化区域農地等につき、都市営農農地等として、贈与税の

納税猶予の対象となっている生産緑地地区内にある農地又は採草放 納税猶予の対象となっている生産緑地地区内にある農地又は採草放
牧地については、不動産取得税の徴収猶予の特例の適用対象とされ 牧地については、不動産取得税の徴収猶予の特例の適用対象とされ
る。 る。

（４）固定資産税及び都市計画税 （４）固定資産税及び都市計画税
地方税法及び国有財産等所在市町村交付金法の一部を改正する法 地方税法及び国有財産等所在市町村交付金法の一部を改正する法

律（平成３年法律第７号）により、固定資産税及び都市計画税につ 律（平成３年法律第７号）により、固定資産税及び都市計画税につ
いての長期営農継続農地制度は、平成３年限りで廃止され、平成４ いての長期営農継続農地制度は、平成３年限りで廃止され、平成４
年度より三大都市圏の特定市の区域内に存する市街化区域農地につ 年度より三大都市圏の特定市の区域内に存する市街化区域内農地に
いては、生産緑地地区内の農地等（田又は畑という。）を除き、原則 ついては、生産緑地地区内の農地等（田又は畑という。）を除き、原
として宅地並み課税となっている。 則として宅地並み課税となっている。
なお、生産緑地法第８条の許可を受けて設置された施設の土地に

係る固定資産税及び都市計画税については、生産緑地地区内の宅地
としての評価方法が適用され、農地等の価額に造成費相当額を加算
した額が評価額となる。
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（５）地価税 （５）地価税
地価税については、地価税法（平成３年法律第６９号）第６条第 地価税については、地価税法（平成３年法律第６９号）第６条第

５項により、特定市街化区域農地等は課税対象とされ、生産緑地地 ５項により、特定市街化区域農地等は課税対象とされ、生産緑地地
区内にある農地又は採草放牧地は非課税とされている。なお、現在 区内にある農地又は採草放牧地は非課税とされている。なお、現在
地価税の課税は凍結されている。 地価税の課税は凍結されている。

（６）市街化区域農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予の特例適用 （６）市街化区域農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予の特例適用
に関する証明事務等の取扱いについて に関する証明事務等の取扱いについて
① 証明事務について ① 証明事務について

租税特別措置法第７０条の４又は第７０条の６の規定による三 措置法第７０条の４又は第７０条の６の規定による三大都市圏
大都市圏の特定市の市街化区域農地等に係る贈与税及び相続税の の特定市の市街化区域農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予
納税猶予の制度の適用に関し、市長が証明を行うことを必要とす の制度の適用に関し、市長が証明を行うことを必要とする事項は、
る事項は、次のとおりである。証明に係る申請に当たっては、農 次のとおりである。
地等の地目、面積及びその所在地番を記載させることが望ましい。 なお、証明に係る申請に当たっては、農地等の地目、面積及び
なお、当該証明事務に係る様式（別添様式第１～５）について その所在地番を記載させることが望ましい。

は、国土交通省ウェブサイトにて掲載している。

１) 農地等についての贈与税の納税猶予に係るもの １) 農地等についての贈与税の納税猶予に係るもの
ア 同法第７０条の４第１項の規定による農地又は採草放牧地（以 ア 措置法第７０条の４第１項の規定による農地又は採草放牧地
下 １) において「農地等」という。）が特定市街化区域農地等 （以下 １) において「農地等」という。）が特定市街化区域農
でない旨の証明（租税特別措置法施行規則（昭和３２年大蔵省 地等でない旨の証明（租税特別措置法施行規則（昭和３２年大
令第１５号。以下「措置規則」という。）第２３条の７第３項第 蔵省令第１５号。以下「措置規則」という。）第２３条の７第４
６号括弧書）。 項）。
すなわち、これは、都市営農農地等であること又は市街化調 すなわち、これは、都市営農農地等であること又は市街化調

整区域内にあることを証明するものである。この場合、都市営 整区域内にあることを証明するものである。この場合、都市営
農農地等のうちに、生産緑地法の一部を改正する法律附則第４ 農農地等のうちに、生産緑地法の一部を改正する法律附則第４
条第２項の規定により生産緑地地区に関する都市計画とみなさ 条第２項の規定により生産緑地地区に関する都市計画とみなさ
れる第二種生産緑地地区に関する都市計画により生産緑地地区 れる第二種生産緑地地区に関する都市計画により生産緑地地区
となっている農地又は採草放牧地がある場合には、その第二種 となっている農地又は採草放牧地がある場合には、その第二種
生産緑地地区に関する都市計画の決定又は変更の日及び都市計 生産緑地地区に関する都市計画の決定又は変更の日及び都市計
画の失効の日を記載しなければならない（措置規則第２３条の 画の失効の日を記載しなければならない（措置規則第２３条の
７第３項第６号括弧書）ので、留意することが望ましい。なお、 ７第３項第６号括弧書）ので、留意することが望ましい。なお、
証明を行う場合の様式は、原則として別添様式第１「納税猶予 証明を行う場合の様式は、原則として別添様式第２「納税猶予
の特例適用の農地等該当証明書」による。 の特例適用の農地等該当証明書」による。
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イ 同法第７０条の４第１５項又は第１６項の規定による税務署 イ 措置法第７０条の４第１４項又は第１５項の規定による税務
長の承認を受けた場合において、譲渡等の対価の全部又は一部 署長の承認を受けた場合において、譲渡等の対価の全部又は一
をもって取得した特定市に所在する農地又は採草放牧地が特定 部をもって取得した特定市に所在する農地又は採草放牧地が特
市街化区域農地等でない旨の証明（措置規則第２３条の７第２ 定市街化区域農地等でない旨の証明（措置規則第２３条の７第
３項又は第２４項）。 ２０項又は第２１項）。
証明の内容及び様式については、アと同じである。 証明の内容は、アと同じである。なお、証明を行う場合の様

式は、原則として別添様式第２「納税猶予の特例適用の農地等
該当証明書」による。

ウ 同法第７０条の４第５項に規定する告示があった日又は事由 ウ 措置法第７０条の４第４項に規定する告示があった日又は事
が生じた日から１年を経過する日までに同条第１７項に規定す 由が生じた日から１年を経過する日までに措置法第７０条の４
る税務署長の承認に係る特定市街化区域農地等に係る農地等の 第１５項に規定する税務署長の承認に係る特定市街化区域農地
全部又は一部が都市営農農地等に該当することとなった旨の証 等に係る農地等の全部又は一部が都市営農農地等に該当するこ
明（措置規則第２３条の７第２６項）。 ととなった旨の証明（措置規則第２３条の７第２２項）。
この場合は、それぞれの農地等について、特定市街化区域農 この場合は、それぞれの農地等について、特定市街化区域農

地等に該当することとなった日及び都市営農農地等に該当する 地等に該当することとなった日及び都市営農農地等に該当する
こととなった日の日付並びに都市計画の決定若しくは変更又は こととなった日の日付並びに都市計画の決定若しくは変更又は
失効の内容について証明するものとする。証明の様式について 失効の内容について証明するものとする。証明を行う場合の様
は、原則として別添様式第２「特定市街化区域農地等に係る農 式は、原則として別添様式第３「特定市街化区域農地等に係る
地又は採草放牧地の都市営農農地等該当証明書」による。 農地又は採草放牧地の都市営農農地等該当証明書」による。

２) 農地等についての相続税の納税猶予に係るもの ２) 農地等についての相続税の納税猶予に係るもの
ア 同法第７０条の６第１項の規定による農地又は採草放牧地（以 ア 措置法第７０条の６第１項の規定による農地又は採草放牧地
下 ２) において「農地等」という。）が特定市街化区域農地等 （以下 ２) において「農地等」という。）が特定市街化区域農
でない旨の証明（措置規則第２３条の８第３項第７号括弧書）。 地等でない旨の証明（措置規則第２３条の８第４項第７号括弧
証明の内容及び様式については、１)のアと同じである。 書）。

証明の内容及び様式については、１)のアと同じである。

イ 同法第７０条の６第１９項又は第２０項の規定による税務署 イ 措置法第７０条の６第１９項又は第２０項の規定による税務
長の承認を受けた場合において、譲渡等の対価の全部又は一部 署長の承認を受けた場合において、譲渡等の対価の全部又は一
をもって取得した特定市に所在する農地又は採草放牧地が特定 部をもって取得した特定市に所在する農地又は採草放牧地が特
市街化区域農地等でない旨の証明（措置規則第２３条の８第１ 定市街化区域農地等でない旨の証明（措置規則第２３条の８第
８項又は第１９項）。 １６項又は第１７項）。
証明の内容及び様式については、１)のイと同じである。 証明の内容及び様式については、１)のイと同じである。
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ウ 同法第７０条の６第８項に規定する告示があった日又は事由 ウ 措置法第７０条の６第８項に規定する告示があった日又は事
の生じた日から１年を経過する日までに同条第２１項に規定す 由の生じた日から１年を経過する日までに措置法第７０条の６
る税務署長の承認に係る特定市街化区域農地等に係る農地等の 第２０項に規定する税務署長の承認に係る特定市街化区域農地
全部又は一部が都市営農農地等に該当することとなった旨の証 等に係る農地等の全部又は一部が都市営農農地等に該当するこ
明（措置規則第２３条の８第２１項）。 ととなった旨の証明（措置規則第２３条の８第１８項）。
証明の内容及び様式については、１)のウと同じである。 証明の内容及び様式については、１)のウと同じである。

エ 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成９年法律第２２ エ 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成９年法律第２２
号）による改正前の租税特別措置法の一部を改正する法律（平 号）による改正前の租税特別措置法の一部を改正する法律（平
成３年法律第１６号。以下この項及び次項において「平成３年 成３年法律第１６号。以下この項及び次項において「平成３年
一部改正法」という。）附則第１９条第６項に規定する税務署長 一部改正法」という。）附則第１９条第６項に規定する税務署長
の承認を受けた同条第５項の規定によりなお効力を有するもの の承認を受けた同条第５項の規定によりなお効力を有するもの
とされる平成３年一部改正法による改正前の租税特別措置法第 とされる平成３年一部改正法による改正前の租税特別措置法第
７０条の６第１項の規定の適用を受ける同項に規定する特例農 ７０条の６第１項の規定の適用を受ける同項に規定する特例農
地等が、平成９年４月１日において、特定市街化区域農地等に 地等が、平成９年４月１日において、特定市街化区域農地等に
該当する旨の証明。（租税特別措置法施行規則の一部を改正する 該当する旨の証明。（租税特別措置法施行規則の一部を改正する
省令（平成３年大蔵省令第１７号）附則第９条第２項第１号ハ） 省令（平成３年大蔵省令第１７号）附則第９条第２項第１号ハ）
この場合、平成９年４月１日において、市街化区域内に所在 この場合、平成９年４月１日において、市街化区域内に所在

し、かつ、都市営農農地等に該当しない旨を証明すること。証 し、かつ、都市営農農地等に該当しない旨を証明すること。証
明を行う場合の様式については、原則として１)のアの様式によ 明を行う場合の様式は、原則として１)のアの様式による。
る。

オ 平成３年一部改正法附則第１９条第６項に規定する税務署長 オ 平成３年一部改正法附則第１９条第６項に規定する税務署長
の承認を受けた同条第５項の規定によりなお効力を有するもの の承認を受けた同条第５項の規定によりなお効力を有するもの
とされる平成３年一部改正法による改正前の租税特別措置法第 とされる平成３年一部改正法による改正前の租税特別措置法第
７０条の６第１項の規定の適用を受ける同項に規定する特例農 ７０条の６第１項の規定の適用を受ける同項に規定する特例農
地等が、平成３年１月１日において、特定市街化区域農地等に 地等が、平成３年１月１日において、特定市街化区域農地等に
該当する旨の証明。この場合、平成３年１月１日において、市 該当する旨の証明。この場合、平成３年１月１日において、市
街化区域内に所在し、かつ、都市営農農地等に該当しない旨を 街化区域内に所在し、かつ、都市営農農地等に該当しない旨を
証明すること。証明を行う場合の様式は、原則として１)のアの 証明すること。証明を行う場合の様式は、原則として１)のアの
様式による。 様式による。

② 通知事務について ② 通知事務について
租税特別措置法第７０条の４又は第７０条の６の規定による贈 措置法第７０条の４又は第７０条の６の規定による贈与税又は

与税又は相続税の納税猶予制度の適用を受けた三大都市圏の特定 相続税の納税猶予制度の適用を受けた三大都市圏の特定市の農地
市の農地等について、都道府県知事又は市長が国税庁長官又は税 等について、都道府県知事又は市長が国税庁長官又は税務署長に
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務署長に対して通知を行うことが必要とされている事項は、次の 対して通知を行うことが必要とされている事項は、次のとおりで
とおりである。 ある。
なお、通知は、納税猶予の特例の適用を受けている者の農地等 なお、通知は、納税猶予の特例の適用を受けている者の農地等

について、下記の事項が生じた場合のみ、別添様式第３に基づき について、下記の事項が生じた場合のみ、別添様式第４に基づき
行う。納税猶予の適用を受けている者については、特例の適用が 行う。納税猶予の適用を受けている者については、特例の適用が
あり次第、国税当局から別途通知があるので、別添様式第４及び あり次第、国税当局から別途通知があるので、別添様式第５及び
第５に従った基本簿書を整備し、保管しておくことが望ましい。 第６に従った基本簿書を整備し、保管しておくことが望ましい。

１) 農地等についての贈与税の納税猶予に係るもの １) 農地等についての贈与税の納税猶予に係るもの
同法第７０条の４第１項の規定の適用を受ける農地等につい 措置法第７０条の４第１項の規定の適用を受ける農地等につ

て、同条第３６項に規定する買取りの申出等に関し、法令の規 いて、同条第２６項に規定する買取りの申出等に関し、法令の
定に基づき、あっせん、届出の受理その他の行為をしたことに 規定に基づき、あっせん、届出の受理その他の行為をしたこと
より、買取りの申出等があったことを知った場合には、その事 により、買取りの申出等があったことを知った場合には、その
実が生じた旨及び措置規則第２３条の７第４３項各号に掲げる 事実が生じた旨及び措置規則第２３条の７第２４項各号に掲げ
事項（措置規則第２３条の７第４３項）。 る事実（措置規則第２３条の７第２４項）。

２) 農地等についての相続税の納税猶予に係るもの ２) 農地等についての相続税の納税猶予に係るもの
同法第７０条の６第１項の規定の適用を受ける農地等につい 措置法第７０条の６第１項の規定の適用を受ける農地等につ

て、同条第４１項において準用する同法第７０条の４第３６項 いて、同条第３２項において準用する同法第７０条の４第２６
に規定する買取りの申出等に関し、法令の規定に基づき、あっ 項に規定する買取りの申出等に関し、法令の規定に基づき、あ
せん、届出の受理その他の行為をしたことにより、買取りの申 っせん、届出の受理その他の行為をしたことにより、買取りの
出等があったことを知った場合には、その事実が生じた旨及び 申出等があったことを知った場合には、その事実が生じた旨及
措置規則第２３条の８第３３項において準用する措置規則第２ び措置規則第２３条の８第２０項において準用する措置規則第
３条の７第４３項各号に掲げる事項（措置規則第２３条の８第 ２３条の７第２４項各号に掲げる事実（措置規則第２３条の８
３３項）。 第２０項）。


